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平成１８年度組織改正（案）の概要 

記載要領：    新設     廃止 

現行 改正後 改正の概要 

 
知事公室 
 
 
 
 
 
  総務課 
 
  秘書課 
 
 
 
 
 
 
 
  広報室 
    広報報道課 
    府民情報課 
 
 
 
企画調整部 
  
  国際課 
 
  企画室 
 
  人権室 
 
  空港対策室 
    空港推進課 
 
  統計課 
 
  パスポートセンター 
 

 
政策企画部 
 
 
 
 
 
  秘書室 
    総務課 
    秘書課 
 
 
 
 
 
  企画室 
 
  広報室 
    広報報道課 
    府民情報課 
 
  人権室 
  
 
 
 
 
 
（にぎわい創造部[新設部]へ移管） 

  
 

 
 
 

（総務部へ移管） 
  
（にぎわい創造部[新設部]へ移管） 

 

 
◎知事のトップマネジメントを強

力に支援するためのセクション

として、知事公室と企画調整部

を統合し、政策企画部を設置。 
 
○政策立案・企画調整機能の強化

を図るため、企画室に知事公室

総務課の議会調整機能等を一元

化するとともに、より機動的に

秘書機能を発揮するため、秘書

室を設置。 
 ・秘書室に新たに部の総務機能

を担う総務課と知事の秘書機

能を担う秘書課を設置。 
 
（参考）企画室に次の副理事、課

長を設置。 
・副理事（総合調整・水資源担当） 
・副理事（都市再生担当） 
・課長（政策・調整担当） 
・課長（企画経営担当） 
・課長（地域主権推進担当） 
・課長（都市再生・水資源担当） 
・課長（事業調整担当） 
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現行 改正後 改正の概要 

 
総務部 

 
  法制文書課 
 
 
 
  管財課 
 
 
 

危機管理室 
危機管理課 
消防救助課 
保安対策課 

 
 

（企画調整部から移管） 
 

 

 
 

 
法務課 

 
 
 

財産活用課 
 
 
 

危機管理室 
危機管理課 
消防防災課 
保安対策課 

 
 
  統計課 
 
 

 
 
 
○コンプライアンス（法令遵守）

を含めた法務機能の強化を図る

体制を整備の上、名称を変更。 
 
○行政財産も含めた府有財産の有

効活用の積極的な推進を図る体

制を整備の上、名称を変更。 
 
○防火思想を主眼とした消防業務

に加え、災害を防ぐ防災の視点

からの取組みを一層推進する体

制を整備の上、名称を変更。 
 
 
○府政推進の基礎となる統計調

査・情報の一層の活用を図るた

め、総務部に移管。 
 
 

 
生活文化部 
 

子ども青少年課 
 
 

 
 
  

（新 設） 
 
 
 
 
 

 
 
 
次世代育成支援室 

少子対策課 
青少年課 

 
 
 
安全なまちづくり推進課 

 
 

 
 
 
○喫緊の課題である少子対策を強

力に推進するため、子ども青少

年課を廃止し、少子対策課と青

少年課を室内課とする次世代育

成支援室を設置。 
 
○安全なまちづくりの総合調整 
機能の強化及び犯罪被害者支

援の推進を図るため、安全な

まちづくり推進課を設置。 
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現行 改正後 改正の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（企画調整部）再掲 
  国際課 
  
  空港対策室 
    空港推進課 
 
  パスポートセンター 
  
 
 
（商工労働部）後述 

観光交流局 
観光振興課 
国際経済交流課 

 

 
にぎわい創造部 
 
 
 
 
 
 
 
  国際室 
    総務課  

友好交流課 
アジア交流課  
関西サミット誘致課  

 
 
  空港対策室 
    空港推進課 
 
 
  観光交流局 

観光振興課 
  国際経済交流課 

 
 
  パスポートセンター 
  
 

 
◎「アジアの中枢都市・大阪ビジ

ョン（仮称）」に基づき、「アジ

アの中枢都市にふさわしい魅力

と存在感を有する大阪」を目標

に、「にぎわい都市・大阪の魅力

アップ」「大阪・アジア大交流の

展開」などの施策を、総合的か

つ戦略的に推進するため、にぎ

わい創造部を設置。 
 
○部の総合調整を図りつつ、国際

友好交流、アジア戦略を総合的

に推進するため、国際室を設置。 
 ・部の総務機能を担う総務課を

設置。 
・相互連携のもと、効率的効果

的な交流事業を展開するた

め、友好交流課を設置。 
・アジアビジョンに基づく施策

を推進するためアジア交流課

を設置。 
・サミット誘致の実現を図るた

め、関西サミット誘致課を設

置。 
  
○関空を中心とした大阪の魅力

向上を図るため、空港対策室を

企画調整部から移管。 
 
○観光振興施策及び国際経済交流

施策を総合的かつ戦略的に推進

する観光交流局を、商工労働部

から移管。 
 
○国際交流関連業務の移管にあわ

せ、パスポートセンターを企画

調整部から移管。 
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現行 改正後 改正の概要 

 
健康福祉部 

 
地域保健福祉室 

健康づくり感染症課 
地域福祉課 
疾病対策課 

 
 
障害保健福祉室 

計画推進課 
地域生活支援課 
施設課 
精神保健福祉課 
 
 

児童家庭室 
家庭支援課 
施設課 

 
 

 
（病院事業局）後述 

経営管理課 
病院改革課 
 
 
 

 
健康福祉部 

 
中央子ども家庭センター 
 
寝屋川子ども家庭センター 

 
 
 

地域保健福祉室 
健康づくり感染症課 
地域福祉課 
精神保健疾病対策課 
 

 
障害保健福祉室 

計画推進課 
自立支援課  
地域生活支援課 
施設福祉課 

 
 

児童家庭室 
家庭支援課 
子育て支援課 

   
 
 
 
病院事業課 
 
 
 
 
 
 
 
（廃止） 
 
中央子ども家庭センター 

 
 
 
○障害者自立支援法施行を踏ま

え、障害者の自立支援の取組み

を強化するため、障害別の組織

をサービス別の組織に再編。 
・精神保健福祉課の廃止 
・自立支援課の設置 
・施設課を施設福祉課に名称変

更 
○あわせて、精神保健関係事務の

移管を受ける疾病対策課につい

て、精神保健疾病対策課に名称

変更。 
 
○児童虐待防止対策の充実、次世

代育成支援計画の具体化等、複

雑化する課題に迅速かつ的確に

対応するため、室内課を再編。 
 ・施設課の廃止 
 ・子育て支援課の設置 

 
○府立５病院の運営を「地方独立

行政法人大阪府立病院機構」へ

移行することに伴う組織再編。 
・病院事業局の廃止 
・病院事業課の設置 

 
 
 
○堺市の政令指定都市移行に伴

い、府域における施策推進体制

を再編。 
・同市内に設置している中央子

ども家庭センターを廃止 
・寝屋川子ども家庭センターを

中央子ども家庭センターに名

称変更 
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現行 改正後 改正の概要 

 
病院事業局 

経営管理課 
病院改革課 
 
急性期・総合医療センター 
呼吸器・アレルギー医療センター  
精神医療センター 
成人病センター 
母子保健総合医療センター 
 

 
（廃止） 

 
 

 
◎府立５病院の運営を「地方独

立行政法人大阪府立病院機

構」へ移行することに伴い、

病院事業局組織を廃止。 

 
商工労働部 
 
  商工労働総務課 
 
 
  商工振興室 
    地域産業課 
    経営支援課 
    新産業課 
 
 
  企業誘致推進課 
 
 
  観光交流局 
    観光振興課 
    国際経済交流課 
 
 
（企画調整部）再掲 
  企画室 

【参考】 
 課長〔科学・情報担当〕 
 課長〔彩都バイオ推進担当〕 

 

 
 
 
  産業労働企画室 
    総務企画課 
    企業誘致推進課 
   新分野育成課 

    科学・バイオ推進課 
   
 

商工振興室 
    商業支援課 
    ものづくり支援課 
    経営支援課 
 
 
（にぎわい創造部[新設部]へ移管） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○企業誘致、新産業分野育成及び

バイオ産業振興等を強力に推進

するため、総務企画課、企業誘

致推進課、新分野育成課及び科

学・バイオ推進課を室内課とす

る産業労働企画室を設置。 
・企画室から科学・情報業務及

び彩都バイオ推進業務を移管

の上、商工労働総務課、商工

振興室及び企業誘致推進課を

再編。 
 
○中小企業支援をより機能的に実

施するため商工振興室の室内課

を再編。 
・商業支援課、ものづくり支援

課及び経営支援課を設置。 
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現行 改正後 改正の概要 

 
土木部 
 
 
 
 
 
 土木総務課 
 
 
 
 （建築都市部から移管）  
 
 
 
 
 池田土木事務所 

茨木土木事務所 
枚方土木事務所 
八尾土木事務所 
富田林土木事務所 
鳳土木事務所 
岸和田土木事務所 
 
北部公園事務所 
南部公園事務所 
臨海公園事務所 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
都市整備部 
 
 
 
 
 
 都市整備総務課 
 
 
 
 総合計画課 
 
 
 
 
 池田地域整備事務所 

茨木地域整備事務所 
枚方地域整備事務所 
八尾地域整備事務所 
富田林地域整備事務所 
鳳地域整備事務所 
岸和田地域整備事務所 

 
 

 
◎都市計画と一体で効率的に都市

基盤整備を推進するため、建築

都市部総合計画課を土木部に移

管し、都市整備部に名称変更。 
 
 
○部の名称変更に伴う名称変更。 
 
 
 
○都市計画と一体的となった都市

基盤整備を推進するため、建築

都市部から総合計画課を移管。 
 
 
○地域の特性を踏まえた総合的な

都市基盤整備を図るため、土木

事務所と公園事務所を統合し、

地域整備事務所に再編。 
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現行 改正後 改正の概要 

 
建築都市部 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  建築都市総務課 

住宅まちづくり政策課 
 
 
総合計画課 
 
 
 
都市整備推進課 
 
 
 
 
建築指導室 
  建築企画課 
  審査指導課 
  監察課 
 
 

（企業局）後述 
企業監理課 
阪南スカイタウン推進課 

  りんくうタウン推進室 
  誘致課 
  建設課 

 

 
住宅まちづくり部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 住宅まちづくり総務課 
 居住企画課 
  
 
 （都市整備部へ移管） 
 
 
 

市街地整備課 
 
 
 

 
建築指導室 
  建築企画課 
  審査指導課 
  建築安全課 

 
 
 
タウン推進室 
  管理課 
  阪南スカイタウン推進課 

    りんくうタウン誘致課 
    りんくうタウン建設課 

 

 
◎「定住魅力と活力ある大阪の実

現」を基本目標として、「良質な

住まいづくり」や「良好な市街

地の整備」等に取り組むととも

に、企業局の廃局に伴い、「阪南

スカイタウン事業」「りんくうタ

ウン事業」等を引き継ぐことか

ら、建築都市部を住宅まちづく

り部に名称変更。 
 
○部の名称変更に伴う名称変更。 
○部の名称変更に伴う名称変更。 
 
 
○都市計画と一体的となった都市

基盤整備を推進するため、総合

計画課を都市整備部に移管。 
 
○課の主要な所管業務の目的であ

る「良好な市街地整備」の明確

化を図るため、都市整備推進課

を市街地整備課に名称変更。 
 
○建築物の安全安心対策への取組

体制を充実の上、監察課を建築

安全課に名称変更。 
 
 
 
 
○企業局の廃止に伴い、「阪南スカ

イタウン事業」「りんくうタウン

事業」等を引き継ぐ組織として

住宅まちづくり部にタウン推進

室を設置。 
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現行 改正後 改正の概要 

 
企業局 

 
企業監理課 
 
阪南スカイタウン推進課 
  

  りんくうタウン推進室 
  誘致課 
  建設課 

 

 
 

（廃止） 

 
◎企業局事業の収束に伴う企業局

組織の廃止。 
 

 
 


